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平成３１年度大村市水道事業会計予算 

 

（総 則） 

第１条 平成３１年度大村市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）給水戸数 ４２，６７１戸 

（２）年間総給水量 １０，５９０，０００㎥ 

（３）一日平均給水量 ２８，９３５㎥ 

（４）主要な建設改良事業 

配水管敷設事業 ２３９，６４５千円 

配水管等更新事業 ２９７，４８３千円 

浄水処理変更事業 １１２，８１５千円 

浄水施設耐震化事業 １３４，７４０千円 

 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収 入 

第１款 水道事業収益 ２，３８６，８４５千円 

第１項 営業収益 ２，１４１，５５４千円 

第２項 営業外収益 ２４５，２８８千円 

第３項 特別利益 ３千円 

支 出 

第１款 水道事業費用 ２，１１０，８３９千円 

第１項 営業費用 １，８４７，０９７千円 

第２項 営業外費用 ２５２，６３３千円 

第３項 特別損失 １，１０９千円 

第４項 予備費 １０，０００千円 

 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的

支出額に対し不足する額１，０１５，０２８千円は、消費税及び地方消費税資本的収

支調整額１００，６７８千円、過年度分損益勘定留保資金６５４，９４４千円及び当

年度分損益勘定留保資金２５９，４０６千円で補塡するものとする。）。 
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収 入 

第１款 資本的収入 １，０８８，５８７千円 

第１項 企業債 ８１０，０００千円 

第２項 他会計負担金 ７，５４０千円 

第３項 出資金 ３０３千円 

第４項 補助金 １１１，２４３千円 

第５項 工事負担金 １１４，５４０千円 

第６項 固定資産売却代金 １千円 

第７項 寄附金 １千円 

第８項 加入金 ４４，９５９千円 

支 出 

第１款 資本的支出 ２，１０３，６１５千円 

第１項 建設改良費 １，２６２，４１０千円 

第２項 企業債償還金 ８３１，２０５千円 

第３項 予備費 １０，０００千円 

 

（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定め

る。 

事   項 期  間 限 度 額 

大村市水道施設等運転管理業務委託（その

２） 

平成３２年度から

平成３３年度まで 
４，５５５千円 

大村市上下水道局料金徴収等業務委託（そ

の２） 

平成３２年度から

平成３５年度まで 
５，４８４千円 

水道ビジョン等作成業務委託 平成３２年度 ２０，０００千円 
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（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利 率 償還の方法 

 

 

 

 

 

水道整備事業費 

千円 

 

 

 

 

８１０，０００ 

 

 

 

 

 

証書借入 

 

年利 5.0％以内 

 

 ただし、利率

見直し方式で借

入れる資金につ

いて、利率の見

直しを行った後

においては、当

該見直し後の利

率 

政府資金又は地方公共

団体金融機構資金につい

ては、その貸付条件によ

る。その他の資金について

は貸付先と協議して定め

る。 

ただし、企業財政その他

の都合により、据置期間及

び償還期限を短縮し、若し

くは繰上償還又は低利債

に借換えすることができ

る。 

 

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、１，０００，０００千円と定める。 

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定

める。 

（１）営業費用と営業外費用 

 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用

し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なけれ

ばならない。 

（１）職員給与費 ２６５，３１７千円 

（２）交際費 ８０千円 

 

（他会計からの補助金） 

第１０条 水道事業における水源開発、簡易水道建設に伴う企業債の元利償還等に充て

るため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、２００，８２２千円である。 
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（たな卸資産購入限度額） 

第１１条 たな卸資産の購入限度額は、６０，０００千円と定める。 

 

 

 

平成３１年２月２７日提出 

 

大村市長  園 田  裕 史 
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収益的収入及び支出

予定額
（千円）

備 考

1 水道事業収益 2,386,845

1 営 業 収 益 2,141,554

1 給 水 収 益 2,114,037 水道料金

2 そ の 他 営 業 収 益 27,517 工事負担金ほか

2 営業外収益 245,288

1 受取利息及び配当金 54 預金利息ほか

2 他 会 計 補 助 金 89,276 一般会計補助金

3 長 期 前 受 金 戻 入 142,928

4 雑 収 益 13,030 小水力発電売電収益ほか

3 特 別 利 益 3

1 固 定 資 産 売 却 益 1

2 過年度損益修正益 1

3 そ の 他 特 別 利 益 1

予定額
（千円）

備 考

1 水道事業費用 2,110,839

1 営 業 費 用 1,847,097

1 原 水 及 び 浄 水 費 421,311

2 配 水 及 び 給 水 費 284,989

3 業 務 及 び 総 係 費 230,947

4 減 価 償 却 費 891,092

5 資 産 減 耗 費 18,708
固定資産の除却又は廃棄に要
する経費

6 そ の 他 営 業 費 用 50 材料売却原価

2 営業外費用 252,633

1 支 払 利 息 及 び

企 業 債 取 扱 諸 費

2 消費税及び地方消費税 50,000 消費税及び地方消費税納付分

3 雑 支 出 201 不用品売却原価ほか

3 特 別 損 失 1,109

1 固 定 資 産 売 却 損 1

2 過年度損益修正損 1,107 過年度調定分還付金ほか

3 そ の 他 特 別 損 失 1

4 予 備 費 10,000

1 予 備 費 10,000

202,432 企業債の支払利息

支 出

款 項 目

平成３１年度大村市水道事業会計予算実施計画

収 入

款 項 目
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予定額
（千円）

備　　　　　　　　考

1 資本的収入 1,088,587

1 企 業 債 810,000

1
建設改良費等の財源に
充てるための企業債 810,000 配水管敷設事業ほか

2 他 会 計 負 担 金 7,540

1 他 会 計 負 担 金 7,540
消火栓設置工事に対する一般
会計負担金

3 出 資 金 303

1 出 資 金 303
水道水源開発企業債償還金に
対する一般会計出資金

4 補 助 金 111,243

1 他 会 計 補 助 金 111,243
簡易水道債元金償還に対する
一般会計補助金

5 工 事 負 担 金 114,540

1 工 事 負 担 金 114,540

6 固定資産売却代金 1

1 固定資産売却代金 1

7 寄 附 金 1

1 寄 附 金 1

8 加 入 金 44,959

1 加 入 金 44,959
給水装置の新設、改造工事
申込者からの水道利用負担金

予定額
（千円）

備　　　　　　　　考

1 資本的支出 2,103,615

1 建 設 改 良 費 1,262,410

1 建 設 改 良 費 1,251,300 配水管敷設工事ほか

2 固 定 資 産 購 入 費 11,110 量水器ほか

2 企 業 債 償 還 金 831,205

1 企 業 債 償 還 金 831,205 企業債の元金償還

 上水道債　   609,048千円

 旧上部南部簡易水道債

　　　　　    130,574千円
 旧北部東部南川内簡易水
 道債

　　　　　     91,583千円

3 予 備 費 10,000

1 予 備 費 10,000

支　　   出

款 項 目

資本的収入及び支出

収　　   入

款 項 目
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1

退職給付費

（千円）

(3) 38,325

(3) 38,325

(3) 45,654

(3) 45,654

△ 7,329

△ 7,329

２ 　給料及び手当の増減額の明細

３

(1) 職員１人当たり給与 (2) 初任給

（円）

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）

合　　　　　　計

総　　括 （かっこ書きは再任用職員）

区　　　　　　　　分

職   員   数 給　　　　　与　　　　　費 法　定
福利費

合　　計
特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

（千円） （千円）

本
年
度

損益勘定支弁職員 1

（人） （人） （千円） （千円） （千円）

給 与 費 明 細 書

31,575 229,482

資本勘定支弁職員 4 16,743 13,329 30,072 5,763 35,835

23 97,284 62,298 197,907

（千円）

1 27 114,027 75,627 227,979 37,338 265,317

5,4503,685

109,835 64,967 220,456 257,398

前
年
度

損益勘定支弁職員 1 23 93,599 53,598 192,851 31,181 224,032

資本勘定支弁職員 4 16,236 11,369

損益勘定支弁職員

27,605 5,761 33,366

比
　
較

前年度

本年度 17,772 1,869

8,700 5,056 394

合　　　　　　計 1 27 36,942

2,467 2 2,469

合　　　　　　計 4,192 10,660 7,523 396 7,919

資本勘定支弁職員 507 1,960

手 当 手 当 手 当 勤務手当 手 当 手 当

（千円） （千円）

47,207

5,160 1,812 1,334 12,395 1,869 42,397

（千円） （千円） （千円） （千円）

5,378 2,217 1,184

区　分 増減額（千円） 増 減 事 由 別 内 訳 （千円） 説　明 備　考

比較 218 405 △ 150 5,377 0

手
当
の
内
訳

区 分

扶 養 住 居 通 勤 時間外 管理職 期末勤勉

4,810

給　料 4,192

給与改定に伴う増加分 207

昇給に伴う増加分 2,166  定昇率2.09％

その他の増減分 1,819  異動等による

平 均 給 料 月 額 303,343

平 均 給 与 月 額 372,463

その他の増減分 10,175  異動等による

　給料及び手当の状況

手　当 10,660
制度改正に伴う増加分 485

平成２９年
１２月１日現在

平 均 給 料 月 額 283,712

平 均 給 与 月 額 337,448
大学卒

平 均 年 齢 39.5

平 均 年 齢 39.9

本
年
度

高校卒 148,600 148,600

180,700 180,700

区　　　　　　分 企 業 職

区 分 企業職（円）
一般会計の制度

行政職（円）平成３０年
１２月１日現在
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(3) 級別職員数（かっこ書きは再任用職員）

11.1

14.8

25.9

(3) (100.0) (3) 33.4 (100.0)

14.8

(3) (100.0) (3) 100.0 (100.0)

（級別の標準的な職務内容）

(4) 昇給

(5) 期末手当・勤勉手当（かっこ書きは再任用職員）

(6) 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

(7) その他の手当

職員数(人) 構成比(％)

６級 3 11.5 ６級 3

職員数（Ａ）（人） 27

昇給に係る職員数（Ｂ）(人） 26

号給数別内訳

２号給 （人）

４号給 （人）

区　分 職員の級 職員数(人) 構成比(％) 区　分 職員の級

２級 6 23.1 ２級 9

4 15.4 ５級 4

４級 7 26.9 ４級 7

５級

７級

４級
　１　係長の職務
　２　主任の職務

区　　　分 企　業　職

企　　　業　　　職

６級 　課長の職務 ２級
　相当の知識又は経験を必要とする業務を行う
　主事又は技師の職務

５級 　課長補佐の職務 １級 　主事又は技師の職務

７級 　部長の職務 ３級 　主査の職務

比率（Ｂ）／（Ａ）（％） 96.3%

区 分
支給期別支給率 支給率計 職 制 上 の 段 階 、

職 務 の 級 等 に よ る
加 算 措 置

26

６号給 （人）

８号給 （人）

備　考
６月(月分) １２月(月分) （月分）

本年度 2.225 (1.175) 2.225 (1.175) 4.45 (2.35) 有

前年度 2.125 (1.075) 2.275 (1.225) 4.40 (2.30) 有

一般会計の制度 2.225 (1.175) 2.225 (1.175) 4.45 (2.35) 有

区　分
20 年 勤 続 25 年 勤 続 35 年 勤 続 最 高 限 度 額 そ の 他 の

備　考
の 者 ( 月 分 ) の 者 ( 月 分 ) の 者 ( 月 分 ) （月分） 加 算 措 置 等

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期

退職者特例措置
2％～45％加算

通　　　　勤　　　　手　　　　当 同　　　　　じ

区　　　　　　　　　　　　　　分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

扶　　　　養　　　　手　　　　当 同　　　　　じ

住　　　　居　　　　手　　　　当 同　　　　　じ

一 般 会 計 の
制 度
（ 支 給 率 等 ）

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期

退職者特例措置
2％～45％加算

７級

平成３０年
１２月１日現在

平成２９年
１２月１日現在

１級 4 15.4 １級 4

計 26 100.0 計 27

３級 2 7.7 ３級
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期 間 金 額 期 間 金 額 自 己 資 金

千円 千円 千円 千円

大村市水道施設等運転
管理業務委託

614,860
平成29年度から
平成30年度まで

242,065
平成31年度から
平成33年度まで

372,795 372,795

大村市上下水道局料金
徴収等業務委託

370,118 － －
平成31年度から
平成35年度まで

370,118 370,118

水道料金等のコンビニエ
ンスストア収納事務委託

事務委託に
要する経費

－ －
平成31年度から
平成35年度まで

限度額に同じ 限度額に同じ

大村市水道施設等運転
管理業務委託（その２）

4,555 － －
平成32年度から
平成33年度まで

4,555 4,555

大村市上下水道局料金
徴収等業務委託（その
２）

5,484 － －
平成32年度から
平成35年度まで

5,484 5,484

水道ビジョン等作成業務
委託

20,000 － － 平成32年度 20,000 20,000

左の財源内訳

債務負担行為に関する調書

事　　　項 限度額

前 年 度 末 ま で の 当 該 年 度 以 降 の

支 払 義 務 発 生 支 払 義 務 発 生

（ 見 込 ） 額  予  定  額

- 10 -



千円

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 223,085

減価償却費 891,092

固定資産除却費 18,707

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 89

退職給付引当金の増減額（△は減少） 20,777

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,136

法定福利費引当金の増減額（△は減少） 94

修繕引当金の増減額（△は減少） 0

長期前受金戻入額 △ 142,928

受取利息及び配当金 △ 54

支払利息 202,432

有形固定資産売却損益（△は益） 1

未収金の増減額（△は増加） △ 25,979

未払金の増減額（△は減少） △ 36,689

たな卸資産の増減額（△は増加） 216

前払金の増減額（△は増加） 0

前受金の増減額（△は減少） △ 50

預り金の増減額（△は減少） 0

小計 1,151,751

利息及び配当金の受取額 54

利息の支払額 △ 202,432

業務活動によるキャッシュ・フロー 949,373

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 1,171,732

有形固定資産の売却による収入 1

無形固定資産の取得による支出 0

無形固定資産の売却による収入 0

国庫補助金等による収入 0

一般会計からの繰入金による収入 110,392

負担金による収入 147,686

出資金による収入 303

寄附金による収入 1

その他投資による支出 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 913,349

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 810,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 831,205

その他の企業債による収入 0

その他の企業債の償還による支出 0

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 21,205

資金増加額（又は減少額） 14,819

資金期首残高 897,763

資金期末残高 912,582

平成３１年度大村市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで）
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1 円 円 円 円

(1)

ｲ 322,301,590

ﾛ 605,720,766

△ 325,783,843 279,936,923

ﾊ 28,287,757,428

△ 11,642,014,187 16,645,743,241

ﾆ 7,608,358,074

△ 5,827,128,873 1,781,229,201

ﾎ 21,568,900

△ 14,681,070 6,887,830

ﾍ 88,744,872

△ 75,789,880 12,954,992

ﾄ 0

19,049,053,777

(2)

ｲ 188,700

ﾛ 1,911,192

2,099,892

(3)

ｲ 118,170

118,170

19,051,271,839

2

(1) 912,581,991

(2) 344,221,389

△ 1,386,000 342,835,389

(3) 50,000

(4) 15,330,978

(5) 0

1,270,798,358

20,322,070,197

貯 蔵 品

そ の 他 投 資

電 話 加 入 権

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

前 払 金

資 産 合 計

投資その他の資産合計

保 管 有 価 証 券

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

有 形 固 定 資 産 合 計

平成３１年度大村市水道事業予定貸借対照表（当年度分）

（平成３２年３月３１日）

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

工 具 器 具 及 び 備 品

土 地

減 価 償 却 累 計 額

資　　　産　　　の　　　部　

建 物

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

ソ フ ト ウ ェ ア

投資その他の資産

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

建 設 仮 勘 定
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3

(1)

ｲ 10,185,825,026

10,185,825,026

(2)

ｲ 95,996,440

ﾛ 109,676,621

205,673,061

10,391,498,087

4

(1)

ｲ 838,616,749

838,616,749

(2) 301,425,659

(3) 4,525,890

(4)

ｲ 14,768,000

ﾛ 2,759,000

17,527,000

(5) 31,250,013

(6) 50,000

1,193,395,311

5

(1) 5,488,680,599

(2) △ 1,716,901,383

3,771,779,216

15,356,672,614

6 3,546,118,802

7

(1)

ｲ 462,602,491

ﾛ 4,635,543

ﾊ 2,377,481

ﾆ 85,614,194

ﾎ 6,292,204

ﾍ 1,544,407

ﾄ 631,872

ﾁ 7,400,000

571,098,192

(2)

ｲ 建設改良積立金 150,000,000

ﾛ 698,180,589

848,180,589

1,419,278,781

4,965,397,583
20,322,070,197

引 当 金

充てるための企業債

建設改良費等の財源に

企 業 債 合 計

負 債 資 本 合 計

退 職 給 付 引 当 金

修 繕 引 当 金

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

収 益 化 累 計 額

利 益 剰 余 金 合 計

資　　　本　　　の　　　部　

工 事 負 担 金

資 本 金

前 受 金

充てるための企業債

資 本 剰 余 金

企 業 債

負　　　債　　　の　　　部　

固 定 負 債

引 当 金 合 計

剰 余 金

流 動 負 債

預り保証有価証券

長 期 前 受 金

固 定 負 債 合 計

企 業 債

長 期 前 受 金

建設改良費等の財源に

企 業 債 合 計

未 払 金

負 債 合 計

繰 延 収 益 合 計

繰 延 収 益

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

預 り 金

他 会 計 補 助 金

国 庫 補 助 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

加 入 金

寄 附 金

他 会 計 負 担 金

受 贈 財 産 評 価 額
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千円 千円 千円

1 営 業 収 益

(1) 給 水 収 益 1,932,950

(2) そ の 他 営 業 収 益 15,009 1,947,959

2 営 業 費 用

(1) 原 水 及 び 浄 水 費 356,676

(2) 配 水 及 び 給 水 費 249,388

(3) 業 務 及 び 総 係 費 212,150

(4) 減 価 償 却 費 847,597

(5) 資 産 減 耗 費 98,653

(6) そ の 他 営 業 費 用 50 1,764,514

営 業 利 益 183,445

3 営 業 外 収 益

(1) 受 取 利 息 及 び 配 当 金 92

(2) 他 会 計 補 助 金 98,916

(3) 長 期 前 受 金 戻 入 138,221

(4) 雑 収 益 10,522 247,751

4 営 業 外 費 用

(1) 支 払 利 息 及 び 217,796

企 業 債 取 扱 諸 費

(2) 雑 支 出 1,084 218,880 28,871

経 常 利 益 212,316

5 特 別 利 益

(1) 固 定 資 産 売 却 益 1

(2) 過 年 度 損 益 修 正 益 1

(3) そ の 他 特 別 利 益 1 3

6 特 別 損 失

(1) 固 定 資 産 売 却 損 1

(2) 過 年 度 損 益 修 正 損 1,025

(3) そ の 他 特 別 損 失 1 1,027 △ 1,024

211,292

456,732

0
668,024

平成３０年度大村市水道事業予定損益計算書（前年度分）

（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで） 

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

そ の 他 未 処 分 利 益剰 余金
変 動 額
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1 円 円 円 円

(1)

ｲ 321,949,590

ﾛ 605,720,766

△ 313,030,843 292,689,923

ﾊ 27,145,182,428

△ 11,091,926,187 16,053,256,241

ﾆ 7,599,382,074

△ 5,504,156,873 2,095,225,201

ﾎ 21,568,900

△ 12,920,070 8,648,830

ﾍ 87,624,872

△ 72,272,880 15,351,992

ﾄ 0

18,787,121,777

(2)

ｲ 188,700

ﾛ 1,912,192

2,100,892

(3)

ｲ 118,170

118,170

18,789,340,839

2

(1) 897,762,930

(2) 318,242,484

△ 1,475,000 316,767,484

(3) 50,000

(4) 15,546,978

(5) 0

1,230,127,392

20,019,468,231

そ の 他 投 資

減 価 償 却 累 計 額

未 収 金

ソ フ ト ウ ェ ア

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

機 械 及 び 装 置

平成３０年度大村市水道事業予定貸借対照表（前年度分）

（平成３１年３月３１日）

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

資　　　産　　　の　　　部　

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

前 払 金

電 話 加 入 権

流 動 資 産

現 金 預 金

保 管 有 価 証 券

構 築 物

車 両 運 搬 具

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

流 動 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

貯 蔵 品

投資その他の資産

貸 倒 引 当 金

資 産 合 計
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3

(1)

ｲ 10,224,510,026

10,224,510,026

(2)

ｲ 75,219,440

ﾛ 109,676,621

184,896,061

10,409,406,087

4

(1)

ｲ 821,136,749

821,136,749

(2) 338,114,693

(3) 4,575,890

(4)

ｲ 13,632,000

ﾛ 2,665,000

16,297,000

(5) 31,250,013

(6) 50,000

1,211,424,345

5

(1) 5,230,601,599

(2) △ 1,573,973,383

3,656,628,216

15,277,458,648

6 3,402,887,802

7

(1)

ｲ 462,602,491

ﾛ 4,635,543

ﾊ 2,377,481

ﾆ 85,614,194

ﾎ 6,292,204

ﾍ 1,544,407

ﾄ 631,872

ﾁ 7,400,000

571,098,192

(2)

ｲ 建設改良積立金 100,000,000

ﾛ 当年度未処分利益剰余金 668,023,589

768,023,589

1,339,121,781

4,742,009,583
20,019,468,231

資 本 合 計

国 庫 補 助 金

繰 延 収 益 合 計

工 事 負 担 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

長 期 前 受 金

繰 延 収 益

未 払 金

充てるための企業債

企 業 債

建設改良費等の財源に

負 債 資 本 合 計

寄 附 金

利 益 剰 余 金 合 計

他 会 計 負 担 金

加 入 金

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 金

固 定 負 債

負　　　債　　　の　　　部　

企 業 債 合 計

充てるための企業債

負 債 合 計

受 贈 財 産 評 価 額

引 当 金 合 計

法 定 福 利 費 引 当 金

収 益 化 累 計 額

他 会 計 補 助 金

資 本 剰 余 金

預 り 金

剰 余 金

資　　　本　　　の　　　部　

長 期 前 受 金

預り保証有価証券

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

退 職 給 付 引 当 金

流 動 負 債 合 計

企 業 債 合 計

企 業 債

引 当 金

賞 与 引 当 金

建設改良費等の財源に

前 受 金

修 繕 引 当 金

引 当 金

流 動 負 債
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注記 

 

  Ⅰ 重要な会計方針 

    平成２６年度から、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。 

   １ 固定資産の減価償却の方法 

（１） 有形固定資産 

  ・減価償却の方法     定額法による。 

  ・主な耐用年数 

   建物          １５～５０年 

   構築物         １０～５０年 

   機械及び装置      １５年 

   工具・器具及び備品   ４～１５年 

（２） 無形固定資産 

  ・減価償却の方法     定額法による。 

  ・主な耐用年数 

   ソフトウェア      ５年 

２ 引当金の計上方法 

（１） 退職給付引当金  

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する金

額を計上している。 

（２） 賞与引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、

当年度の負担に属する額を計上している。 

（３） 法定福利費引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支

給見込額に基づき、当年度手当の負担に属する額を計上している。 

（４） 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により、回収不能見込額を計上して

いる。 

   ３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

     消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 
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Ⅱ 予定貸借対照表等関連 

１ 企業債の償還に係る他会計の負担 

  平成３１年度において、貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算し 

て１年以内に償還予定のものを含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は１，４４４， 

２０１千円である。 

２ 平成３０年度予定貸借対照表における引当金の取崩し 

（１）賞与引当金の取崩し 

平成３０年度において、期末手当及び勤勉手当として支給するため、賞与引当金１３，８９ 

８千円を取り崩すこととする。 

  （２）法定福利費引当金の取崩し  

     平成３０年度において、期末手当及び勤勉手当の支給に伴う法定福利費として支払うため、 

法定福利費引当金３，１０２千円を取り崩すこととする。 

  （３）貸倒引当金の取崩し 

     平成３０年度において、債権の不納欠損による損失を処理するため、貸倒引当金１，４９５ 

千円を取り崩すこととする。 

  ３ 平成３１年度予定貸借対照表における引当金の取崩し 

  （１）賞与引当金の取崩し 

平成３１年度において、期末手当及び勤勉手当として支給するため、賞与引当金１３，６３ 

２千円を取り崩すこととする。 

  （２）法定福利費引当金の取崩し  

     平成３１年度において、期末手当及び勤勉手当の支給に伴う法定福利費として支払うため、 

法定福利費引当金２，６６５千円を取り崩すこととする。 

  （３）貸倒引当金の取崩し 

     平成３１年度において、債権の不納欠損による損失を処理するため、貸倒引当金１，４７５ 

千円を取り崩すこととする。 

 

 Ⅲ その他注記 

   新会計基準移行に係る経過措置 

（１）退職給付引当金に関する経過措置 

会計基準変更時差異（３１１，６４７千円）については、平成２６年度から職員の退職まで 

の平均残余勤務年数（１５年）にわたり、均等額を費用処理している。 
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（２）修繕引当金に関する経過措置 

平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り 

崩すこととする。 

（３）リース資産に係る経過措置 

リース取引開始日が平成２６年３月３１日以前のリース取引については、引き続き通常の賃 

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

（４）みなし償却制度の廃止に伴う経過措置 

平成２６年３月３１日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で現に資本 

剰余金として整理している額については、平成２６年３月３１日以前に取得又は改良した資産 

で、取得又は改良した資産と補助金等との対応関係を個別的に把握できる資産を除いたすべて 

の資産（ただし、補助金等を充てずに取得又は改良したことが明らかな資産は除く。）を対象と 

した按分等の方法を用いて合理的に整理している。 

（５）大村市簡易水道事業の統合 

平成２９年度から、大村市簡易水道事業の資産、負債、資本等をすべて引き継いで、財務諸 

表等を作成している。 
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